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1 改正の理由

現在、国や県において、大学生向けの奨学金が拡充されている中、長崎市の奨学金を利用す

る大学生は年々減少していることから、大学生の貸与型奨学金を廃止し、一時的に多額の費用を

要する高校入学準備の負担軽減のため、入学に係る給付型奨学金制度を創設するもの。

2 給付型奨学金の創設

(キ)名称

高校生等入学給付金

(2)対象者

次の要件を満たす者の保護者。ただし、生活保護世帯及び市民税所得割非課税世帯は除く。

ア高等学校、高等専門学校、専修学校の高等課程および中等教育学校の後期課程のう

ち通信制でない学校(以下「高等学校等」という。)1こ在学すること

イ経済的な理由によって修学が困難であること(就学援助における準要保護者相当)

(3)給付額

高校生等1人につき63,200円(生活保護費で支給される入学準備金相当額)

(4)施行日

平成30年4月1日

(参考)長崎市内の高校の入学費用

市立・県立平均(8校)

私立平均(11校)

(平成30年1月長崎市教育委員会調査)

3 大学生への貸与型奨学金の廃止

(1)施行日

平成31年4月1日(平成30年度まで新規募集を行うとともに、平成3.1年度から廃止。)

(2)平成30年度までに貸与の決定を受けていた者の取り扱い

平成31年度以降も貸与の継続を希望する者は、在学期間中貸与する。
゛

150,919円

241,408円

ノ



4 国・県・市の奨学金制度

長崎市

鉾女脊謬員会)

奨学金制度

国の制度

高等学校等

入学一時生

暴崎県

(英会)

長崎県の制度

匝亟司

国

(日本学生

支援提構)

1季1与・墨!

'月1万円

■国の奨学金事業の拡充
・給付型奨学金制度の本格実施【平成30年度から】
・低所得者世帯の無利子奨学金の貸与に係る成績基準を撤廃【平成29年度から】
・無利子奨学金の希望者全員に対する貸与の着実な実施【平成29年度から】

賃与塑

(月1万円ーヨ占万円)

入学一時金

大学(朝牝餉)

奨学金

制度なし

長崎市の制度

皿県の奨学金事業の拡充
・大学入学時の一括貸与(30万円)を

5 長崎市の奨学金貸与状況

高校生

新規継続
15

20

49

45

52

46

39

30

26

22

貸与型裟専
(月1.4万円、エ.6万円)

⇔竿 1年から

一時金

与

(卸万円)

制度なし

一時金貸与

(息付)

ι10~50万円1

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

H28

H29

貸与型

(月41万円、47万円)

一時金給付

(加万円)

貸与型
(無利息X利息付)
(月3万円~64万円)

付型("^弓本粘塵削
(月2万円~4万円)
裂私立自宅外(月4万円)を平戒
卸年塵先行実誌

121

110

157

175

184

179

169

149

119

93

【平成29年度から】
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大学生

継続
83
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釘
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刀

舶
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6 新旧対照表

(第1条関係)

0長崎市奨学金条例

CO

(目 0勺)
^

第1条この条例は、経済的な理由によつて修学が困難な者に対し、奨

学金を貸与し、もつて教育の機会均等を図ることを目的とする。

現行

(定義)

第2条この条例において、炊の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。

(1)奨学金この条例により市長が貸与する学資をいう

(2)奨学生 与,、る'呼学金をいう

(3)

平成21年3月23日

条例第2号

自宅通学奨学生がその生計を主として維持する者と同居する場

合又はこれに準ずると認められる場合をいう

学金の与を受ける者をレ つ

0長崎市奨学金条例

(目的)

第1条この条例は、経済的な理由によって修学が困難な者に対し、奨

学金を貸与し._冬竺趙世.L、もって教育の機会均等を図ることを目的

とする。

(定義)

第2条この条例において、歌の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。

(1)奨学金,この条例により市長が貸与し、又は給付する学資をいう

改正後(案)

空^

(2)貸与型'学金この条例により市長力

(3)高校生等入学給付金この条例により市長が給付する奨学金をい

^^

平成21年3円23日

条例第2号

2._

(4)

(5)自宅通学

与奨学生 与型'学金を受ける者をいう

与'学生がその生計を主として維持する者と同居t



(貸与資格)

第3条逃堂全四貸ξ三を受けることができる者は、欧に掲げる要件を満

たすものとする。

a)その生計を主として維持する者が市内に住所を有してぃること、

又は市長が特別の理由があると認める事由により市外に住所を有し

ていること。

(2)学校教育法(昭和22年法律第26号)に規定する学校のうち、炊の

いずれかに在学すること。

ア大学(通信による教育を行うもの、大学院及び短期大学を除

く。)

イ高等学校(通信制の課程を除く。)

ウ中等教育学校(後期課程(通信制の課程を除く。)に限る。)

工特別支援学校(高等部(通信による教育を行うものを除く。)

に限る。)

オ高等専門学校

力専修学校(高等課程に限る。)

(3)経済的な理由によって修学が困難であること。

④品行方正であること。

^

、 1冒

る場合又はこれに準ずると認められる場合をいう

(与又は給付の資格)

第3条貸皇型坐堂全を受けることができる者は、炊に掲げる要件を満
たすものとする。

(D そ.の生計を主として維持ずる者が市内に住所を有してぃること、

又は市長が特別の理由があると認める事由により市外に住所を有し
ていること。

(2)学校教育法佃召和22年法律第26号)に規定する学校のうち、歌の
亀

いずれかに在学すること。

ア大学(通信による教育を行うもの、大学院及び短期大学を除
く。)

イ高等学校(通信制の課程を除く。)

ウ中等教育学校(後期課程(通信制の課程を除く。)に限る。)

工特別支援学校(高等部(通信による教育を行うものを除く。)
に限る。)

オ高等専門学校

力専修学校(高等課程に限る。)

(3)経済的な理由によって修学が困難であること 0

(4)品行方正であること。

2 高校生等入学給付金を受けることができる者は、炊に掲げる要件を

満たす者(以下「高校生等」という。)の保護者(親権を行う者、未
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(奨学金の額)

第4条奨学金の額は、炊の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各

号に掲げる額とする。

ω堕垂笙三'呈三に規定する学校に在学する者炊に掲げる区分に応

じ、それぞれ歌に掲げる額

ア自宅通学.月額 1万4,000円

イ自宅通学以外月額 1万6,000円

(2)前条 2号イから力までに規定する学校に在学する者河額

万円

(利息)

第5条 1旦きt全には、利息を付さない。

成年後見人その他の者で、高校生等を現に監護するものをいう 以下

伺じ)

以下同じ)であって 市内に住所を有するものヌは市長が特別の

理由があると認める事由により市外に住所を有するもの(以下「高校生

(高校生等に保護者がいない場合にあっては、当該高校生等

等の保護者という)とする

(D 前項第2号イ、ウ、オ又は力に規定する学校のいずれかに在学す

るとと

(2)経済的な理由によって修挙が困難であること

(奨学金の額)

第4条宮巨型坐堂全の額は、歌の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ

当該各号に掲げる額とする。

①芭壬篁1」^三に規定する学校に在学する者歌に掲げる区

分に応じ、それぞれ次に掲げる額

ア自宅通学月額 1万4,000円

は高校生等1人につき6万3200円とす

1

イ自宅通学以外月額 1万6,000円

(2)前条 1項,2号イから力までに規定する学校に在学する者月
額 1万円

高校生等入声会付金の2

ー^

(利息、)

第5条』讐烹亘!^には、利息、を付さない。

、



(貸与の期間及び方法)

第6条奨学金を貸与する期間は、第8条の規定による決定の際に、奨
学生が在学する学校における当該奨学生が存する学年の初日の属する

月から、当該学校に入学した日の属する月の初日から起算して当塾醤

学生に係る教育課程の修業年限の年数を経過する日の属する月までと

する。

2 貸与の方法は、市長が別に定める。

(貸与の申請)

0>

第7条奨学金の貸与を受けようとtる者(以下「申請者」という。)

は、市長が別に定めるところによ'り、市長に申請しなけれぱならな

レ、

2 申請者は、市長が別に定めるところにより、連帯保証人を立てなけ

ればならない。

(奨学生の決定等)

第8条市長は、予算の範囲内で、申請者の学習成績並びに申請者の生

計を主として維持する者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入の

状況を勘案L、奨学生を決定する。

2 奨学生は、市長が定める日までに、貸与を戸ける奨学金の返還を誓

約する書類その他市長が必要と認める書類(歌項において「誓約書

等」という。)を提出しなけれぱならない。

3 市長は、奨学生が誓約書等を提出しないときは、第1項の規定によ

る奨学生の決定を取り消すことができる。

(貸与の期間及び方法)

第6条貸与型奨学金を貸与する期間は、第8条第1項の規定による決

定の際に.'貸旦醤堂生が在学する学校における当該奨学生力等する学

年の初日の属する月から、当該学校に入学した日の属する月の初日か

ら起算して当整貸丘醤堂生に係る教育課程の修業年限の年数を経過す
る日の属する月までとする。

2 貸与の方法は、市長が呂1」に定める。

(貸与の申請)

第7条貸皇型醤堂全を受けようとする者(以下との条及ぴ次条に給い

エ「申請者」という。)は、市長が別に定めるところにより、市長に

申請しなけれぱならない。 '

2 申請者は、市長が別に定めるところにより、連帯保証人を立てなけ
れぱならない。

(貸巨握堂生の決定等)

第8条市長は、予算の範囲内で、申請者の学習成績並ぴに申請者の生

計を主として維持する者及び申請者と同一の世帯に属する者の収入の

状況を勘案し、堂丘讐堂生を決定する。

2 食丘醤堂生は、市長が定めるaまでに、箕巨型醤堂全の返還を誓約

する書類その他市長が必要と認める書類(炊項において「誓約書等」
という。)を提出しなければならない。

3 市長は、堂皇醤堂生が誓約書等を提出ソル、ときは、第1項の規定

による笠当邉讐堂生の決定を取り消すことができる。

.、



住R告の義務)

第9条奨学生は、毎年度、市長が別に定めるところにより、修学状況

を市長に報告しなければならない。

(貸与の停止等)

第10条市長は、醤堂生が炊の各号に掲げる事由(以下この条において

「停止事由」という。)のいずれかに該当するときは、醤堂全の貸与
を停止する。

(1)留学、病気その他の理由により、休学したとき。

(2)前条の規定による報告をしないとき。

2 市長は、選堂生が停止事由に該当しないこととなったときは、奨学

全の貸与を再開する。

3 市長は、第1項第2号に規定する停止事由に該当するため貸与を停

止していた場合において、前項の規定により貸与を再開したときは、

貸与を停止しなけれぱ貸与することとしていた奨学金を、市長が別に
定める方法により、貸与するものとする。

(貸与の終了等)

第11条市長は、第6条第1項に規定する奨学金を貸与する期間の満了

により、奨学金の貸与を終了する。

2 市長は、奨学生が次の各号のいずれかに該当するときは、前項の規

定にかかわらず」醤堂全の貸与を終了する。

、q

(報告の義務)

第9条』ミ巨醤生些は、毎年度、市長が別に定めるところにより、修学

状況を市長に報告しなければならない。

(貸与の停止等)

第10条市長は、窒巨奨堂生が歌の各号に掲げる事由(以下この条にお

いて「停止事由」という。)のいずれかに該当するときは、貸与型奨̂

学金の貸与を停止する。

(1)留学、病気その他の理由により、休学したとき。

(2)前条の規定による報告をしないとき。

2 市長は、筥:生1竺堂生が停止事由に該当しないこととなったときは、

貸巨型讐堂全の貸与を再開する。

3 市長は、第1項第2号に規定する停止事由に該当するため貸与を停

止していた場合において、前項の規定により貸与を再開したときは、

貸与を停止しなければ貸与することとしていた笠"型醤堂全を、市長
が別に定める方法により、貸与するものとする。

(貸与の終了等)

第11条市長は、第6条第1項に規定する貸与型奨学金を貸与する,間

(D 第3条各号のいずれかに該当しないこととなったとき。

の満了により、苫巨型醤堂全の貸与を終了する。

2 市長は._貸ι三選堂生が徐の各号のいずれかに該当するときは、前項

の規定にかかわらずと_箕皇型醤^の貸与を終了する。

a)第3条第1項各号のいずれかに該当しないこととなったとき。

.



(2)災害、負傷、病気その他の理由により、修学の見込みがないと

き。

(3)奨学金を必要としないこととなったとき。

④その他市長が奨学生として適当でないと認めるとき。

(奨学金の返還)

第12条前条の規定により奨学金の貸与が終了したときは、奨学生であ

つた者は、市長が別に定めるところにより、貸与を受けた誓堂全の借
用を証する書類その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなけれ

ばならない。

2 奨学生であつた者は、貸与が終了した月の翌月から起算して6月を

経過する月の翌月から10年(第13条の規定により返還を猶予されたと

きは、10年に当該猶予された期開を合算した期間)以内に、貸与を受

けた醤堂全を市長に返還しなければならない。

3 奨学生であつた者は、年賦、半年賦、月賦その他の割賦の方法によ

つて、貸与を受けた奨学金を市長に返還しなければならない。ただ

し、奨学生であつた者は、いつでも貸与を受けた奨学金の全部又はー
部を繰り上げて返還することができる。

4 市長は、奨学生であつた者が、正当な理由がなく、前項の規定によ

る返還を怠うたときは、前2項の規定にかかわらず、市長が指定する

日までに、貸与を受けた奨学金の返還未済額の全部を返還させること

ができる。

(返還の猶予)

^

(2)災害、負傷、病気その他の理由により、修学の見込みがないと

き。

③貸丘型醤堂全を必要としないこととなったとき。

(4)その他市長が貸与奨学生と・して適当でないと認めるとき

(堂皇型醤^の返還)

第12条前条の規定により貸皇型奨堂全の貸与力楽了したときは、貸丘
醤堂生であった者は、市長が別に定めるところにより、貸与を受けた

貸丘型醤堂全の借用を証する書類その他市長が必要と認める書類を市

長に提出しなければならない。

2 食念坐生生であつた者は、貸与が終了した月の翌月から起算して6

刃を経過する月の翌月から10午(第13条の規定により返還を猶予され

たときは、10年に当該猶予された期間を合算した期間)以内に、貸与

を受けた貸巨型醤堂全を市長に返還しなければならない。

3 貸包奨堂生であった者は、年鳳、半年賦、月贈その他の割賦の方法

によつて、貸与を受けた宮皇型坐堂全を市長に返還しなけれぱならな

い。ただし、堂丘醤堂生であった者は、いっでも貸与を受けた堂皇型
坐堂全の全部又は一部を繰り上げて返還することができる。

4 市長は、箕皇奨堂生であった者が、正当な理由がなく、前項の規定

による返還を怠ったときは、前2項の規定にかかわらず、市長が指定

する日までに、貸与を受けた貸与型奨学金の返還米済額の全部を返'

させることができる。

(返還の猶予)



第13条市長は、奨学生であつた者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、苫当LL左坐^の返還を猶予することができる。

①学校教育法に規定する学校に在学するとき。

(2)災害、負傷、病気その他特別の事情により貸与を受けた逃堂全を
返還することが困難であると認められるとき。

(返還の免除)

第14条市長は、炊の各号のいずれかに該当するとぎは、箕丘上左醤堂

(0

全の全部又は一部の返還を免除することができる。

(D 1垂堂^ニ:竺1^堂(以下「奨学生等」という。)が死

亡し、又は著しい心身障害の状態となつたとき。

(2)その他特別の理由により、醤堂生であった者又はその連帯保証人

が奨学金を返還することが困難であると市長が認めるとき。

(届出の義務)

第15条奨学生等は、奨学生等又はその連帯保証人の住所又は氏名の変

更その他の市長が別に定める事由が生じたときは、直ちに市長に届け

出なければならない。

2 塗堂生が死亡し、又は醤堂生であった者が貸与を受けた醤堂全の全

部を返還する前に死亡したときは、その遺族又は連帯保証人は、直ち

に市長に届け出なけれぱならない。

第13条市長は、貸巨奨堂生であつた者が炊の各号のいずれかに該当す

るときは、貸丘型奨堂全の返還を猶予することができる。

a)学校教育法に規定する学校に在学するとき。

(2)災害、負傷、病気その他特別の事情により貸与を受けた貸与型奨

学金を返還することが困難であると認められるとき。

(返還の免除)

第14条市長は、炊の各号のいずれかに該当するときは、貸丘型逃堂全
の全部又は一部の返還を免除することができる。

(D

という。)が死亡し、又は著・しい心身障害の状態となったとき。

②その他特別の理由により、堂皇醤堂生であった者叉はその連帯保
証人が貸丘製醤堂全を返還1す、ることが困難であると市長が認めると

き。

(届出の義務)

第15条貸三醤堂生笠は、堂丘奨堂生笠又はその連帯保証人の住所又は

氏名の変更その他の市長が別に定める事由が生じたときは、直ちに市

長に届け出なけれぱならない。

2 箕丘醤堂生が死亡し、又は堂丘醤堂生であった者が貸与を受けた堂

ι五型奨堂全の全部を返還する前に死亡したときは、その遣族叉は連帯

保証人は、直ちに市長に届け出なければならない。

'趙世里^

与奨学生又は与奨学生であった者(以下「堂皇醤堂竺笠」

ー」゛



ノ

(委任)

茎1旦垂この条例の施行にっいて必要な事項は、市長が定める。

附則

紡包行期印

1 この条例は、平成21年4月1日から施行する。

(経過措置)

第16条高校生等入学給付金を受けようとする者(炊条において「申請
者」という )は、市長が呂1」に定めるところにより、市長に申請しな

ければならない。、

(給付の決定)

第17条市長は、予算の囲内で、申請者の生計を主として維持する者

^、

及ぴ申請者と同一の世帯にする者の収入の状況等を勘案し高校生

等入学給付金の給付を決定する。

(給付決定の取消)

第18条市長は偽りその他不正の手段により、高校生等入学給付金の

給付の決定を受けた者があるときは、その者の給付の決定を取り消す

ととができる

(高校生等入学給付金の返還)

19条市長は 前条の規定により高校生等入学給付金の給付の決定を

取り消した場合において、既に高校生等の保護者が高校生等入学給付

金を受けているときは、その返還を命ずるものとする。

(委任)

箆2旦釜この条例の施行にっいて必要な事項は、市長が定める。

附則

(施行期田

1 この条例は、平成21年4月1日から施行する。

(経過措置)

ざ



2 この条例の施行前に長崎市奨学金貸与規則(昭和詑年長崎市規則第

4号。以下「旧規則」'という。)の規定により市長が決定した奨学生

は、この条例の規定により市長が決定した奨学生とみなす。この場合

において、平成17年1月3日までに旧香焼町、旧高島町、旧野母崎

町、旧外海町若しくは旧三和町の長が決定した奨学生又は平成玲年1

月3日までに旧琴海町の長が決定した奨学生については、'第14条の規

定を除き、なお従前の例による。

3・この条例の施行前に旧規則の規定による奨学金の貸与を受けるため

申請した者は、この条例の規定により申請した者とみなす。

2 この条例の施行前に長崎市奨学金貸与規則(昭和32年長崎市規則第

4号。以下「旧規則」という。.)の規定により市長が決定した奨学生

は、この条例の規定により市長が決定した奨学生とみなす。この場合

において、平成17年1月3日までに旧香焼町、旧高島町、旧野母崎

町、旧外海町若しくは旧三和町の長が決定した奨学生又は平成18年1

月3日までに旧琴海町の長が決定した奨学生にっいては、第14条の規
定を除き、なお従前の例による。

3 との条例の施行前に旧規則の規定による奨学金の貸与を受けるため

申請した者は、この条例の規定により申請した者とみなす。

附則

(施行期日)

1 この条例は平成30年4河 1日から施行する

'遅退世^

2 第1条の規定による改正後の長崎市M 学金条例(以下「第1条改正

後条価山という。)の高校生等入学給付金に係る規定は、 この条例の

施行の日以後に第1条改正後条例 3条第1項 2号イ

."

力の学校に新たに在学することとなる者にっいて適用する

3

ー.

(略)

長崎市行政手続に船ける特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関す
る条例の一部改正

4 長崎市行政手続における特定の人を識別するための番号の利用等

ウ、オ又は

二
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(第2条関係)

0長崎市奨学金条例

姻的)

第1条,この条伊」は、経済的な理由によつて修学が困難な者に対し、奨

学金を貸与し、又は給付し、もつて教育の機会均等を図ることを目的

とする。

(定義)

第2条この条例に船いて、獣の各号に掲げる用語の意鶉は、それぞれ'

当該各号に定めるところによる。

①奨学金この条例により市長が貸与しイ又は給付する学資をいう

現行

0

貸与型奨学金この条例により市長が貸与する奨学金をいう。

高校生等入学給付金この条例により市長が給付する奨学金をい

平成21年3月23日

条例第2号

つ。

④貸与奨学生

(5)自宅通学

る揚合又はこれに準ずると認められる場合をいう。

0長崎市奨学金条例

貸与型奨学金を受ける者をいう。

与奨学生がその生計を主として維持する者と同居す

帽的)

第1条この条例は、経済的な理由によつて修学が困難な者に対し、奨

学金を貸与し、又は給付し、もつて教育の機会均等を図ることを目的

とする。

(定義)

第2条この条例において、炊の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めると二ろによる。

(1)奨学金この条例により市長が貸与し、又は給付する学資をいう

改正後(案)

0

貸与型奨学金この条例により市長が貸与する奨学金をいう。

高校生等入学給付金この条例により市長が給付する奨学金をい

平成21年3月23日

条例第2号

つ。

④貸与奨学生貸与型奨学金を受ける者をいう。

暗

^

お

②
③

②
③



(貸与又は給付の資格)

第3条貸与型奨学金を受けることができる者は、歌に掲げる要件を満

たすものとする。

a)その生計を主として維持する者が市内に住所を有してぃること、

Xは市長が特別の理由があると認める事由により市外に住所を有し

ているとと。

(2)学校教育法(昭和22年法律第26号)に規定する学校のうち、炊の

いずれかに在学すること。

ア大学(通信による教育を行うもの、大学院及び短期大学を除

ぐ。)

イ高等学校(通信制の課程を除く。)

ウ中等教育学校(後期課程(通信制の課程を除く。)'に限るi)

工特別支援学校(高等部(通信による教育を行うものを除く。)

に限る。)

オ高等専門学校

力専修学校(高等課程に限る。)

(3)経済的な理由によつて修学が困難であること。

(の品行力正であること。

2 高校生等入学給付金を受けることができる者は、歌に掲げる要件を

満.たす者(以下「高校生等1 という。)の保護者(親権を行う者、未

(貸与又は給付の資格)

第3条貸与型奨学金を受けることができる者は、炊に掲げる要件を満

たすものとする。

(D ・その生計を主として維持する者が市内に住所を有してぃること、

又は市長が特別の理由があると認める事由により市外に住所を有し
ていること。

(2)学校教育法(昭和22年法律第26号)に規定する学校のうち、歌の

いずれかに在学すること。
手

ア高等学校(通信制の課程を除く。)

ι中等教育学校(後期課程(通信制の課程を除く。)に限る。)

」之特別支援学校(高等部(通信による教育を行うものを除く。)
に限る。)

工高等専門学校

生専修学校(高等課程に限る。)

(3)経済的な理由によって修学が困難であること。

(心品行方正であること。

2 高校生等入学給付金を受けることができる者は、炊に掲げる要件を

満たす者(以下「高校生等」という。)の保護者(親権を行う者、未

式



成年後見人その他の者で、高校生等を監護するものをいう。以下同じ

。)(高校生等に保護者がいない場合にあっては、当該高校生等。以

下同じ。)であ0て、市内に住所を有するもの又は市長が特別の理由

があると認める事由により市外に住所を有ずるもの(以下「高校生等の

保護者」という。)とする。

(D 前項第2号イ、ウ、オ又は力に規定する学校のいずれかに在学

ること。

(2)経済的な理由によつて修学が困難であること。

(奨学金の額)

第4条貸与型奨学金の額は、炊の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ

当該各号に掲げる額とする。

(1)前条

分に応じ、それぞれ炊に掲げる額

ア

1項第2号アに規定する学校に在学する者

イ

自宅通学月額

(2)前条第1項第2号イから力までに規定する学校に在学する者月

自宅通学以外月

額

2 高校生等入学給付金の額は、高校生等1人にっき6万3,200円とす

る。

1万円

成年後見人その他の者で、高校生等を監護するものをいう。以下同じ

。)(高校生等に保護者がいない場合にあっ'ては、当該高校生等。以

下同じ。)であって、市内に住所を有するものXは市長が特別の理由

があると認める事由により市外に住所を有するもの(以下「高校生等の

保護者」という。)とする。

(D 前項第'2号ア、イ、工又はオに規定する{のい、こ{

1万4000円

(中略)

1万6000円

ること。

(2)経済的な理由によって修学が困難であること。

(奨学金の額)

に掲げる区

4条 与型'学金の額は、月額1万円とする

.

2 高校生等入学給付金の額は、高校生等1人にっき6万3,200円とす
る。

,

(中略)

試



L

+

(施行期日)

1 この条伊1は、平成31年4月1日から施行する。

(経過措置)

2

3

(略)

規定は 平成31年4月1日以後に決定する'与奨学生にっいて適用

2条の 定による改正後の長崎市奨学金条例の貸与奨学生に係る

し、同日前に決定した与奨学生にっいては、なお従前の例による

4 (略)

.

4

"

お


